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1. 序文 
 

 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第二作業部会報告書「気候変化 2001：影響、適

応、脆弱性」では、気候変化に対する自然・人間システムの感受性、適応力、脆弱性や気

候変化による影響予測の評価を行っている1。本報告は、IPCC のこれまでの評価報告書を

もとに、これまでの主要な結論を再調査し、近年の調査結果を付け加えたものである2、3。 

 

 IPCC 第一作業部会報告書「気候変化 2001：科学的根拠」では、観測された気候の変化、

その原因、予測される将来変化についての評価がなされている。第一作業部会報告書によ

れば、特に、地球の平均表面気温は 20 世紀にわたって 0.6±0.2℃上昇し、IPCC「排出シ

ナリオ特別報告書（SRES）」で開発されたシナリオの範囲に対して、地球の平均表面気温は、

2100 年には 1990 年に比べて 1.4～5.8℃上昇し、地球の平均海面水位は 2100 年までに 0.09

～0.88ｍ上昇することがモデルによって予測されている。これらの予測によれば、温暖化

は地域によって異なり、付随して降水量の増加や減少が起こる。さらに、気候の変動性や、

一部の極端な気候現象の頻度や強度に変化があると予測される。これらの気候変化の一般

的な様相は自然・人間システムに作用し、第二作業部会の評価の対象である。利用可能な

文献では、予測される温暖化の範囲の上限に関する、気候変化の影響、適応、脆弱性につ

いての調査はまだなされていない。 

 

 この政策決定者向け要約は、2001 年２月にジュネーブにおいて IPCC メンバーである各

国政府によって受諾されたものであり、気候変化による影響、適応、脆弱性とその不確実

性について、現時点で理解されていることについて述べている。さらなる詳細については

報告書本体を参照されたい4。本要約の第２節では、報告書全体にわたっての情報をまとめ

た結果、明らかとなった一般的見解について述べる。これらの見解はそれぞれ、気候変化

の影響、適応、脆弱性を異なる側面から取り上げたものであり、どれか一つの側面が卓越

しているということはない。第３節では自然システム、人間システムそれぞれについて見

解を述べる。第４節では世界のさまざまな地域に関する問題に焦点をあてる。第５節では

気候変化による影響予測および適応のさらなる理解の進展のために優先的に取り組むべき

研究分野を特定する。  

 

                                             
1 IPCC が用いている’Climate Change’は、自然の変動または人間活動の結果のどちらによるものであろ

うとすべての気候の時間的変化を指している。これは、気候変動枠組条約における用法と異なっている。

条約で用いられる「気候変化」は、地球の大気の組成を変化させる人間活動に直接あるいは間接に起因

する気候の変化であって、比較可能な期間において観測される気候の自然な変動に対して追加的に生じ

るものをいう。自然の強制力や人間活動が気候変化の原因であることは第一作業部会で説明がなされて

いる。 
2 本報告書は 183 名の総括執筆責任者および執筆責任者、243 名の執筆協力者によって執筆が行われた。

査読過程においては 440 名の政府および専門査読者、33 名の査読編集者が査読を行った。 
3 2001 年２月 13 日～16 日にジュネーブで開催された第二作業部会第６回会合には 100 か国の IPCC メン

バーとなっている国々の代表者が参加した。 
4 報告書のより包括的な要約は Technical Summary でなされており、さらなる情報を必要とする読者の

ために、政策決定者向け要約の各パラグラフの最後に括弧書きで Technical Summary の関連する章を示

す。 



 

2. 新たな見解 
 

2.1 近年の地域的な気候変化、特に気温の上昇は既に多くの物理・生物システムに対し

て影響を及ぼしている  
 

 利用可能な観測証拠によれば、地域的な気候の変化、特に気温の上昇は、世界の多くの

地域におけるさまざまな物理・生物システムに対して既に影響を及ぼしていることがわか

る。観測された変化の例として、氷河の縮小、永久凍土の融解、河川や湖の氷結の遅れや

より早い解氷、中－高緯度における作物の生長期間の長期化、動物生息域の極方向、高々

度への移動、一部の植物・動物数の減少、樹木の開花、昆虫の出現、鳥の産卵時期の早期

化があげられる。地域的な気温の変化と観測された物理・生物システムの変化との関係は、

多くの水生、陸上、海洋環境で見いだされている。［2.1、4.3、4.4、5.7、7.1］ 

 

 上述の研究や図 SPM-1 に記述されている研究は、文献調査によるものであり、これは、

主に 20 年またはそれ以上の長期間にわたる、地域的な気温の変化と相互に関係する生物・

物理システムの変化についての研究である5。生物・物理システムの変化が検出されている

ほとんどの場合において、変化の方向は既知のメカニズムに基づいて予測されるものであ

る。予測される方向へ、観測された変化が偶然に起こる可能性は無視できる。世界の多く

の地域では、降水量に関連した影響が重要である。現時点では、降水量の影響評価に必要

と考えられる十分な長さ（20 年またはそれ以上）の系統的で同時期の気候・生物物理学的

データが欠けている。  

 

 土地利用変化や汚染といった要因もこれらの物理・生物システムに作用するため、変化

を一部の特定の場合における特別な原因に帰するのは困難である。しかし、以上の要因を

考え合わせた場合、これらのシステムにおける観測された変化は、地域的な気温の変化に

関する予測される影響と方向性が一致し、さまざまな場所および／または地域（図 SPM-1）

にわたって一貫している。よって、数々の証拠から、近年の地域的な気温の変化が多くの

物理システム・生態系に対して識別しうる影響を与えていることについて高い確信度6があ

る。 

                                             
5 400以上の植物や動物に関する 44の地域的研究があり、これは約 20～50年の期間で、主に北アメリカ、

ヨーロッパ、南極地域におけるものである。世界のほとんどの地域における約 100 の物理プロセスに関

する 16 の地域的研究があり、これは約 20～150 年の長さにわたるものである。より詳細については

Technical Summary の 7.1 節を参照のこと。 
6 この政策決定者向け要約では、確信度（観測証拠、モデルの結果、検証された理論を用いた執筆者の

判断を集約したものに基づく）の判断評価を示すことが適切である場合には、次の用語が用いられてい

る。「非常に高い（very high）」（95％以上）、「高い（high）」（67～95％）、「中程度（medium）」（33～67％）、

「低い（low）」（５～33％）、「非常に低い（very low）」（５％以下）。ほかの場合には、科学的理解の程

度を評価する定性的スケールが用いられる。「十分確立している（well established）」「確立しているが
不完全（established-but-incomplete）」「競合する解釈がある（competing explanation）」「懐疑的であ
る（speculative）」。確信度や科学的理解の程度を評価するのに用いられる方法やこれらの用語の定義は

Technical Summary の 1.4 節で説明がなされている。政策決定者向け要約でこれらの言葉を用いるとき

は、斜体で表す。 



 

2.2 一部の人間システムが近年の洪水や干ばつの増加によって影響を受けてきたという

予備的な証拠がある  
 

 一部の社会・経済システムが近年の一部地域における洪水や干ばつの頻度の増加によっ

て影響を受けてきたという新たな証拠がある。しかし、これらのシステムは、人口の移動

や土地利用変化のような社会経済的要因の変化によっても影響を受ける。気候要因や社会

経済的要因の相対的な影響は一般に定量化が困難である。［4.6、7.1］ 

 

2.3 自然システムは気候変化に脆弱で、一部は不可逆的な被害を受ける可能性がある  
 

 自然システムは、適応力（BOX SPM-1）が制限されているために気候変化に対して特に

脆弱であり、自然システムの一部は重大かつ不可逆的な被害を受ける可能性がある。リス

クのある自然システムは、氷河、珊瑚礁や環礁、マングローブ、北方林や熱帯林、北極・

山岳生態系、草原湿地、残された土地固有の草地が該当する。一部の種についてはその数

や生息範囲が増大する可能性があるが、気候変化は現存する一部のより脆弱な種の絶滅リ

スクや生物多様性の損失リスクを増大させるであろう。被害や損失の地理的範囲や、影響

を受けるシステムの数は気候変化の大きさや速度に従って増大する（十分確立している 6）

（図 SPM-2）。［4.3、7.2.1］ 

 
BOX SPM-1. 気候変化の感受性、適応力、脆弱性  

 感受性は、システムが気候に関連した外力によりマイナスまたはプラスに影響され

る度合のことである。気候に関連した外力は、ここでは平均的な気候の特徴、気候変

動性、極端な現象の頻度と大きさを含む、気候変化の要素すべてのことである。この

影響は直接的なもの（例：平均気温、気温の範囲または変動性の変化に対応した農作

物の変化）と間接的なもの（例：海面水位の上昇による沿岸洪水の頻度の増加による

損害）がある。 
 
 適応力は、気候変化（気候変動性や極端な現象を含む）に対し、予測される被害を

和らげ、機会をうまく利用したり、その結果に対処するためのシステム自身の調整能

力のことである。 
 

 脆弱性は、気候変動性や極端な現象を含む気候変化の悪影響によるシステムの影響

の受けやすさ、または対処できない度合のことである。脆弱性はシステムが受ける気

候変化の特徴・大きさ・速度と、システムの感受性、適応力の関数である。 
 

2.4 多くの人間システムは気候変化に敏感で、一部は脆弱である  
 

 気候変化に敏感な人間システムには、主に水資源；農業（特に食糧安全保障）や林業；

沿岸地帯や海洋システム（漁業）；人間居住、エネルギー、産業；保険やほかの金融サービ

ス；人間の健康が該当する。これらのシステムの脆弱性は地理、時間、社会・経済・環境

条件に従って変化する。［4.1、4.2、4.3、4.4、4.5、4.6、4.7］ 



 

 モデルやほかの研究に基づく、予測される悪影響は次のとおりである。 

• 予測される気温上昇のほぼ全範囲に対して、ほとんどの熱帯・亜熱帯地域における

農作物生産の全体的な減少；［4.2］ 

• 数℃以上の年平均気温の上昇に対して、ほとんどの中緯度地域における農作物生産

の全体的な減少（一部例外を含む）；［4.2］ 

• 水が不足している多くの地域、特に亜熱帯に住む人々の水利用可能性の低下；［4.1］ 

• 生物媒介性感染症（例：マラリア）や水媒介性感染症（例：コレラ）に曝される人

数の増加や熱ストレスによる死亡数の増加；［4.7］ 

• 多くの居住地（数千万人の居住者が影響を受ける）における、大雨の増加や海面水

位の上昇による洪水のリスクの大幅な増加；［4.5］ 

• 夏季の気温上昇による冷房にかかるエネルギー需要の増大；［4.5］  
 

 モデルやほかの研究に基づく、予測される好影響は次のとおりである。 

• 数℃以下の気温の上昇に対して、中緯度の一部地域における農作物生産の増加；

［4.2］ 

• 適切に管理された森林から供給される木材の地球規模での増加；［4.3］ 

• 水が不足している一部地域、例えば東南アジアに住む一部の人々の水利用可能性の

増大；［4.1］ 

• 中－高緯度における冬季の死亡数の減少；［4.7］ 

• 冬季の気温上昇による暖房にかかるエネルギー需要の減少；［4.5］  
 

2.5 予測される極端な気候現象の変化は重大な影響をもたらす  

 

 極端な気候現象に対する人間社会や自然システムの脆弱性は、干ばつ、洪水、熱波、雪

崩、暴風といった現象によってもたらされる損害、困窮、死亡によって示される。このよ

うな変化の評価には不確実性が付随するが、一部の極端な現象は、気候の平均的な状況お

よび／または変動性の変化により 21 世紀においてその頻度および／または強度が増すこ

とが予測され、それらの影響の強度もまた地球の温暖化に伴って増大することが予測でき

る（図 SPM-2）。逆に、寒波のような低温に関連する極端な現象の頻度と大きさは将来的に

は減少すると予測され、好悪両方の影響がある。気候に関する極端な現象の将来変化の影

響は、貧困者に対して不公平なものになることが予測される。気候の変動性や極端な気候

現象の予測されるこれらの変化に対する影響の代表的な例を表 SPM-1 に示す。［3.5、4.6、

6、7.2.4］ 

 

表 SPM-1  気候変動性および極端な気候現象の例、およびその影響の例 

21 世紀中に予測される極端な気

候現象の変化とその可能性 a 
予測される影響の代表的な事例 b 

(一部地域の発生についてすべて確信度が高い c) 
単純で極端な気候現象   



･ 高齢者や都市の貧困者の死亡や重病発生の増加

［4.7］ 
･ 家畜や野生生物の熱ストレスの増加［4.2、4.3］
･ 観光目的地の変更［表  TS-2、5.7］ 
･ 多くの農作物の被害のリスクの増大［4.2］ 

ほぼすべての陸域における最高気

温の上昇、暑い日や熱波の増加 d

（可能性がかなり高い a） 

･ 冷房による電力需要の増大とエネルギー供給の

信頼性の低下［表 TS-4、4.5］ 
･ 寒さに関連した人間の疾病率や死亡数の減少

［4.7］ 
･ 多くの農作物の被害のリスクの減少、およびほ

かの農作物のリスクの増加［4.2］  
･ 一部の害虫や媒介生物の範囲や活動の拡大

［4.2、4.3］ 

ほぼすべての陸域における最低気

温の上昇［増加］、寒い日、霜の降

りる日、寒波の減少 d（可能性が

かなり高い a） 

･ 暖房エネルギー需要の減少［4.5］  
･ 洪水、地滑り、雪崩、泥流といった被害の増加

［4.5］ 
･ 土壌浸食の増加［5.2.4］ 
･ 洪水流量の増加とそれによる一部の氾濫原滞水

層の涵養の増加［4.1］  

降水現象の強度の増大（多くの地

域で可能性がかなり高い a） 

･ 政府や民間の洪水保険システムや災害救援への

圧力の増大［表 TS-4、4.6］ 
複雑で極端な気候現象    

･ 農作物生産の減少［4.2］ 
･ 地面の収縮による建築物基礎への被害の増大

［表 TS-4］ 
･ 水資源量の減少や水質の低下［4.1、4.5］ 

中緯度大陸内部のほぼ全域におけ

る夏季の乾燥とそれに関連した干

ばつのリスクの増加（可能性が高

い a） 
･ 森林火災のリスクの増加［5.4.2］  
･ 人命へのリスク、感染症の流行のリスク、その

他、数多くのリスクの増大［4.7］  
･ 沿岸浸食や、沿岸の建築物やインフラへの被害

の増加［4.5、7.2.4］ 

熱帯低気圧の最大風速、平均・最

大降水強度の増大（一部地域で可

能性が高い a）e 

･ 珊瑚礁やマングローブのような沿岸生態系への

被害の増加［4.4］ 
･ 干ばつや洪水の多い地域における農業および放

牧地生産の減少［4.3］  
多くの異なる地域におけるエルニ

ーニョ現象に関連した干ばつや洪

水の強度の増大（可能性が高い a）

［干ばつと降水現象の強度に関す

る項も参照のこと］ 

･ 干ばつの多い地域における水力発電ポテンシャ

ルの減少［5.1.1、図 TS-6］ 

アジアの夏季モンスーン降水変動

性の増大（可能性が高い a） 
･ 温帯・熱帯アジアにおける洪水や干ばつの規模

の増大と被害の増加［5.2.4］ 
･ 人命や健康へのリスクの増加［4.7］ 
･ 財産やインフラの損失の増加［表  TS-4］ 

中緯度の暴風雨の強度の増大 
（現在のモデル間での一致はほと

んどない）d ･ 沿岸生態系への被害の増加［4.4］  
a 

可能性は、第一作業部会で用いた信頼度の判断評価のことである。可能性がかなり高い（90～99％

の可能性）、可能性が高い（66～90％の可能性）。特段の説明がない場合は、気候現象に関する情

報は第一作業部会の「政策決定者向け要約」から引用。  
b 

これらの影響は適切な対応策によって減少させることができる。  
c 

高い確信度は脚注６で示したように、67～95％の可能性のことである。  
d 

第一作業部会 Technical Summary F.5 節からの情報  
e 

熱帯低気圧の地域分布の変化は予測されてはいるが、確認にまでは至っていない。  



2.6 大規模でおそらくは不可逆的な影響を引き起こす可能性があるが、そのリスクの大

きさは未だ信頼できるほどには定量化がされていない  

 

 21 世紀中に予測される気候変化7は、地球システムの大規模で、不可逆的な変化を引き

起こす可能性をもち、大陸および地球規模で影響を及ぼすことになる。この可能性は気候

シナリオに大きく依存し、妥当なシナリオの全体についての評価はまだなされていない。

例として、北大西洋に暖水を輸送する海洋循環速度の大規模な遅延化、グリーンランドや

西南極の氷床の大規模な崩壊、陸上生態系における炭素循環フィードバックによる地球温

暖化の加速化、永久凍土地域からの陸域炭素の放出や沿岸堆積物におけるハイドレートか

らのメタンの放出があげられる。地球システムにおけるこれらの変化の多くについて、そ

の可能性はよく知られていないし、おそらく非常に可能性が低い。しかしながら、この可

能性は気候変化の速度、大きさ、持続期間とともに増大することが予測される（図 SPM-2）。

［3.5、5.7、7.2.5］ 

 

 もし、地球システムにおけるこれらの変化が起これば、その影響は広範囲におよび、持

続する。例えば、海洋熱塩循環の大規模な遅延化は深海の酸素レベル、海洋による炭素吸

収、海洋生態系に影響を与え、ヨーロッパの大部分の温暖化を抑制する。西南極氷床の崩

壊やグリーンランドの氷床の融解は、今後 1000 年にわたってそれぞれ地球の海面水位を３

ｍ上昇させ8、その結果、多くの島嶼が水没し、沿岸地域が広範囲にわたって水没する。氷

の消失速度によるが、海面水位の上昇率や大きさは、人間・自然システムが重大な影響を

受けずに適応する能力をはるかに超えるものである。温暖化によって引き起こされる、永

久凍土地域からの陸域炭素の放出や沿岸堆積物のなかのハイドレートからのメタンの放出

は、大気中温室効果ガス濃度のさらなる増加を招き、気候変化を増幅させる。［3.5、5.7、

7.2.5］ 

 

2.7 適応は気候変化を緩和する努力を補完するためにあらゆる規模で必要な戦略である  

 

 適応は、気候変化の悪影響の多くを低減し、好影響を増大させる可能性をもつが、コス

トがかかり、すべての被害を防ぐというわけではない。平均的な気候条件の変化だけでな

く、極端な気象、変動性、変化速度はすべて気候変化に対する脆弱性と適応を特定する主

要な条件である。人間・自然システムは気候変化にはある程度は自動的に適応する。計画

的な適応は自動的な適応を補うことができるが、その選択肢やインセンティブは自然シス

テムを保護するための適応よりも人間システムの適応のほうがより大きい。適応は、気候

変化を緩和する努力を補完するためにあらゆる規模で必要な戦略である。［6］  

 気候の変動性や極端な現象に対する適応の経験があれば、予測される気候変化に適応す

るための適切な戦略を発展させることができる。現在の気候変動性や極端な現象に対する

                                             
7 予測される気候の変化の詳細は、図 SPM-2 に記されているが、第一作業部会の政策決定者向け要約に

記載されている。 
8 西南極の氷床やグリーンランドの氷床からの海面水位上昇の予測される寄与についての詳細は第一作

業部会政策決定者向け要約に記述されている。 



適応は時として利益を生み出すとともに、将来の気候変化に対処するための基礎を形成し

ている。しかし、これまでの経験から、可能な適応に対する施策を完全に実施するには制

約があることもわかっている。さらに、リスクがありそうな場所での開発を促進するよう

な誤った適応は、検討期間が短く、これまでの気候変動性を無視し、見通しが不完全で、

情報が不十分で、さらには保険メカニズムを過大に信用するような決定によって起こりう

る。［6］ 

 

2.8 最小の資源しかもたない人々は最小の適応力しかなく、最も脆弱である  
 

 気候変化に適応し対処する人間システムの能力は、経済力、科学技術、教育、情報、技

能、インフラ、資源へのアクセス、管理能力のような要素に依存する。先進国にも開発途

上国にも、適応力を増大し、習得する能力がある。これらの特質を元来備えているかどう

かは集団やコミュニティーにより大きな差があり、開発途上国や、特に低開発国は、一般

にこれらが最も乏しい。結果として、そのような国は気候変化による損害に対する適応力

がより小さく、ほかのストレスに対する脆弱性と同様に、気候変化に対する脆弱性がより

大きい。この状態は、それらの国々の最貧困層で最もひどい。［6.1 また、地域スケールの

情報として 5.1.7、5.2.7、5.3.5、5.4.6、5.6.1、5.6.2、5.7、5.8.1 を参照］ 

 

 気候変化の影響による利益とコストは貨幣単位で評価され、国家、地域、地球規模で集

計される。一般にその評価は気候の変動性や極端な現象の変化による効果を考慮に入れて

おらず、変化速度の違いによる効果も説明しておらず、市場で取引されない財やサービス

の効果についても一部分しか説明していない。このような欠落は経済的損失の過小評価や

経済的利益の過大評価を引き起こす可能性がある。集計された影響の評価は、ある地域の

利益がほかの地域の損失を打ち消すように取り扱われていたり、個々を集計するのに用い

られている重みづけが必然的に主観的なものであるため、議論の余地がある。［7.2.2、

7.2.3］ 

 

 上記の制約にもかかわらず、これまで公表されているいくつかの評価に基づけば、地球

の平均気温9の上昇により、研究されているすべての大きさの温暖化に対して、多くの開発

途上国で正味の経済的損失が生じ（低い確信度 6）、そしてその損失はより高い温暖化レベ

ルでより大きくなる（中程度の確信度 6）。一方で、先進国では、数℃の地球の平均気温の

上昇では、経済的利益も損失もあり（中程度の確信度 6）、より大きな気温上昇では経済的

損失となる（中程度の確信度 6）。予測される経済影響の分布は、先進国と開発途上国の間

の福利の格差を広げるものであり、予測される気温上昇が大きくなるにつれて、その格差

は大きくなる（中程度の確信度 6）。開発途上国への悪影響がより大きくなるという予測は、

部分的には、先進国と比較して適応力がより小さいことによるものである。［7.2.3］ 

 

                                             
9 地球平均気温の変化は気候変化の大きさの指標として用いられている。これらの研究で考慮されてい

るシナリオに依存する曝露は、地域毎に差異化された気温、降水量、ほかの気候要素の変化を含んでい

る。 



 さらに、地球規模で集計された場合、地球の平均気温が数℃上昇すると、世界の GDP は

±数％変化し（低い確信度 6）、より大きな気温の上昇に対しては正味の損失が増加する（中

程度の確信度 6）（図 SPM-2）。たとえ地球の平均気温が数℃以下の上昇であっても、気候

変化により、利益を受ける人よりも損害を被る人のほうが多いことが予測される（低い確

信度 6）。このような結果は、地域気候の変化、開発レベル、適応力、変化速度、影響の価

値づけ、および割引率の選択を含む金銭的な損失・利益の集計方法についての仮定に左右

される。［7.2.2］ 

 

 気候変化の影響は、生命の損失や、投資や経済の相対的な影響という点において、開発

途上国で最も大きいと予測される。例えば、極端な気候現象による GDP の損害の相対的な

割合は先進国に比べて開発途上国のほうが相当大きい。［4.6］ 

 

2.9 適応、持続可能な開発、公平性の増進は相互に強化しあう  
 

 気候変化に脆弱である多くのコミュニティーや地域は、人口増加、資源の枯渇、貧困な

どの圧力を受ける。資源への圧力を低減し、環境リスクの管理を改善し、社会の最貧困層

の福利を増大させる政策により、持続可能な開発や公平性が同時に前進し、適応力が増強

し、気候やほかのストレスに対する脆弱性が低減される。国内・国際開発計画の企画・実

施時に気候リスクを含めることにより、公平性と、より持続可能で、気候変化に対する脆

弱性を低減させるような開発を促進させることができる。［6.2］ 

 

 

3. 自然・人間システムの影響と脆弱性 
 

3.1 水文および水資源  

 
 気候変化による河川流量や地下水の再補給への影響は、地域間や気候シナリオ間で非常

にばらつくが、これは主に予測される降水量の変化に伴うものである。ほとんどの気候変

化シナリオで一致している予測（中程度の確信度 6）によれば、高緯度地域と東南アジア

では年平均流量は増加し、中央アジア、地中海沿岸地域、南アフリカ、オーストラリアで

は減少する（図 SPM-3）。しかし、変化の大きさはシナリオによって異なる。中緯度域を含

むほかの地域では、河川流量の予測には明確な一貫性は見いだせない。これは、一つには

降水予測の違いであり、一つには降水の増加分を相殺する、蒸発量予測の違いによるもの

である。一般に、さまざまな気候モデルに基づく年平均流量の変化予測は、気温の変化に

基づく影響ほど明確なものではない。これは気温に比べて降水量の信号雑音比が小さいこ

とによるものである。流域スケールでは、気候の変化が与える影響は流域の物理特性や植

生によって変化し、加えて土地被覆変化によっても変化すると思われる。［4.1］ 

 

 世界人口の１／３、約 17 億人が現在、水ストレスのある国（再生可能な水供給の 20％

以上を使用していること、水ストレスの指標として一般に用いられている）に住んでいる。



人口増加や取水の増加により、2025年にはこの数が約 50億人に増加すると予測されるが、

これは人口増加率に依存する。予測される気候変化により、例えば中央アジア、アフリカ

南部、地中海沿岸諸国といった水ストレスのある多くの国において、利用可能な水がさら

に減少することが予測される。しかし一部の国では増加する可能性がある。［4.1、地域ス

ケールの情報として、5.1.1、5.2.3、5.3.1、5.4.1、5.5.1、5.6.2、5.8.4 も参照］ 

 

 大雨の頻度が増加する結果として、ほとんどの地域で洪水の規模と頻度が増大すること

が予測される。低水量となる季節の河川流量は、蒸発量の増大により多くの地域で減少す

ると予測される。降水量の変化は蒸発量の増大の影響を助長させるか、または相殺する可

能性がある。予測される気候変化は、水温の上昇および表面流出や排水設備のオーバーフ

ローによる汚染物質の増加により水質を悪化させる傾向にある。流量が減少するところで

はさらに水質が悪化すると予測されるが、流量の増加による希釈効果により、水質の悪化

はある程度緩和される可能性がある。現在、降雪が水収支の重要な要素であるところでは、

冬季の降水が雨であることが多くなり、河川流量のピークが春から冬へと移行する可能性

がある。［4.1］ 

 

 水需要は人口増加や経済発展に伴い一般に増加しているが、一部の国では水利用の効率

改善により需要は減少している。気候変化が一般に都市用水や工業用水の需要に対して大

きな影響を及ぼす可能性は少ないが、灌漑に対しては大きな影響を及ぼす可能性があり、

これは蒸発量の増加が降水量の変化によってどの程度相殺または増大されるのかに依存す

る。気温の上昇や、それに伴う農作物の蒸発散の増加により、一般に灌漑の需要が増大す

る方向へ向かうと予測される。［4.1］ 

 

 最大の脆弱性は、管理されていない水システムや、価格設定やその他効率的な水利用や

水質保全を妨げる施策、変動する水供給および需要管理の失敗、不適切な技術の適用、健

全な専門的指導の欠如などによって、現在ストレスを受けていたり、不適切で非持続的な

管理が行われているシステムにある。管理されていないシステムでは、水質や水供給にお

ける水文学的変動性の影響を緩和する施設がほとんどもしくは全くない。非持続的に管理

されたシステムでは、水および土地利用によって、気候変化に対する脆弱性を増大させる

ようなストレスが増える。水資源管理技術、特に統合的な水資源管理技術は、気候変化の

水文学的影響や追加的な不確実性に適応し、脆弱性を低減させるように用いることが可能

である。現在、供給側のアプローチ（水供給の変更）は需要側のアプローチ（ストレスへ

の曝露を変化させる）よりも幅広く用いられている；後者―差異化された価格設定、普及

啓発キャンペーン、法的な要求を含む幅広い政策に基づくアプローチ―は、関心を集めつ

つある。しかしながら、効果的な管理を実施する能力は世界に均等に分布しておらず、多

くの開発途上国や経済移行国では低い。［4.1］ 

 
3.2 農業および食糧安全保障  

 

 実験研究によれば、気候変化に対する農作物生産の応答は、種や栽培変種；土壌の性質；



害虫や病原菌；CO2 の農作物への直接的影響；CO2、気温、水ストレス、無機栄養分、大気

質と適応策との相互作用により幅広く変化する。CO2 濃度の増加は農作物の成長と生産量を

促進するとしても、その利益は必ずしも極端な熱波および干ばつといった悪影響より大き

いというわけではない（中程度の確信度 6）。農業分野の適応に関する調査研究の進展に従

って、これらの新たな知見は、第二次評価報告書以降、農作物、食糧供給、農家の収入、

価格設定に及ぼす気候変化の影響を評価するためのモデルに採り入れられてきている。

［4.2］ 

 

 気候に起因した生産量の減少や家畜生産システムの適応において費用が必要とされる。

このような農業および畜産の適応オプションとしては、例えば植える時期の調節、施肥率、

灌漑利用、栽培変種特性、動物種の選択がある。［4.2］  

 

 自動的な農業上の適応が行われる場合、中緯度の農作物生産について、数℃以下の温暖

化では一般に正の反応を、数℃以上では一般に負の反応が引き起こされる（中～低い確信

度 6）。同様な評価によれば、熱帯では、一部の農作物の生産は気温が許容範囲の上限近く

にあり、乾燥地／降雨依存型農業が支配的であることから、一般に気温のわずかな上昇で

あっても生産量は減少する。降水が大きく減少するところでは、熱帯農作物生産はさらに

悪影響を被る。自動的な農業上の適応により、熱帯の農作物生産においては、適応がない

場合と比べて気候変化による悪影響が低減される傾向にある。しかし、それはまだ現在の

気候の下で見積もられる収量よりは小さい。［4.2］ 

 

 気候変化を考慮していない世界および地域経済の研究の大半は、20 世紀における世界規

模での商品価格の低下傾向が 21 世紀にわたって継続すると予測しているが、その予測の確

度は将来へ進むほど低下する。経済モデル評価によれば、気候変化の農業生産および価格

への影響は、先進地域では大きな収入増加をもたらし、開発地域ではわずかな増加もしく

は減少をもたらし、世界規模では小さな割合の収入変化となると予測されている（低い確

信度 6）。この見解の信頼性を改善するためには、基になる仮定に対する、経済モデルの評

価の感度について今後調査研究を進める必要がある。［4.2、BOX 5-5］ 

 

 ほとんどの研究では、地球の年平均気温が数℃もしくはそれ以上上昇した場合、地球規

模での食糧需要の増加に対する地球規模での食糧供給拡大の遅れにより食料価格が上昇す

ると予測している（確立しているが不完全 6）。この評価報告書に含まれる研究によると、

数℃未満の温暖化では、経済モデルは、ほかの変化要因から気候変動シグナルを明確に区

別できない。最近とりまとめられた一部の研究では、小規模自作農民や都市部の貧しい消

費者のような脆弱な人々への経済的影響を予測している。これらの研究から、気候変化は

脆弱な人々の収入を減らし、飢餓のリスクのある人々の絶対数を増加させるが、不確実性

があり、さらなる調査を必要とする。主に極端な現象の増加やその時空間的なシフトとい

った気候変化はアフリカの食糧安全保障を悪化させることが、不完全であるが認められて

いる。［4.2］ 

 



 

3.3 陸上および淡水生態系  

 

 植生モデル研究は、気候変化の下での生態系の深刻な崩壊の可能性を引き続き示してい

る（高い確信度 6）。個別単位としての生態系またはバイオームの移動は起こりそうもない。

そのかわりに、その場所では、種の構成や優占状況が変わる。この変化は、気候が変化し

た後、数年、数十年、数世紀と遅れて起こる（高い確信度 6）。［4.3］ 

 

 野生生物の分布、数、密度、挙動は、直接的には地球規模または地域的な気候変化によ

り、また、間接的には植生の変化を通じて影響されてきており、今後も続けて影響を受け

ると予測される。気候変化は、冷水性魚類の生息地を消失させ、暖水性魚類の生息地が拡

大するよう、淡水魚の分布境界を極方向へ移動させる（高い確信度 6）。多くの種や個体群

は既に高いリスクに曝されているが、気候変化により、現在の生息地の一部が多くの種に

適さないものとなり、このことと、土地利用変化による生息地の断片化と種の移動に対す

る障害の増加が相乗作用して、より大きなリスクに曝されることが予測される。適切な管

理がなされないと、これらの圧力により、21 世紀において、現在「深刻な絶滅の危機に曝

されている」と分類されている一部の種は絶滅し、「絶滅の危機に曝されている、または脆

弱である」と分類されているものの大多数は非常に希少種となって、絶滅に近づく（高い

確信度 6）。［4.3］ 

 

 種へのリスクを低減させることができる適応方法は次のようなものである。①種の移動

を可能にする通路をもつ避難場所、公園、保護指定地の設置、②繁殖管理や移植・移動。

しかし、これらのオプションはコストによる制約がある。［4.3］ 

 陸上生態系は増加する炭素量を貯蔵しているように思われる。第二次評価報告書時点で

は、この貯蔵は、CO2 濃度の増加、気温の上昇、土壌水分の変化の相互作用による植物生産

性の増加が主たる要因とされていた。近年の研究成果により、生産性の上昇は起こってい

ることが確認されているが、野外実験条件下では、植物のポット実験で示されたものより

も小さいことが示されている（中程度の確信度 6）。したがって、陸上の吸収は CO2 の増加

や気候の直接的影響よりも、土地の利用や管理の変化によるものである可能性がある。陸

上生態系が正味で炭素吸収源であり続ける度合は、上で述べた要素間の複合作用のために

不確実なものである（例えば、北極の陸上生態系や湿地は排出源・吸収源両方として作用

する）（中程度の確信度 6）。［4.3］ 

 

 第二次評価報告書とは逆に、土地および製品管理を通じた適応を加えた地球規模の木材

市場研究によれば、炭素の吸収や貯蔵を増大させる森林プロジェクトがないとしても、小

規模の気候変化は地球的な木材供給を増加させ、現存する市場トレンドを、開発途上国に

おける市場シェアを増加させる方向に増強させることが示されている（中程度の確信度 6）。

生産者にとっては木材生産性の地域変化や予測される立ち枯れの影響によって収入にも支

出にもなりうるが、消費者はより安い木材価格により利益を得る。［4.3］ 

 



3.4 沿岸域と海洋生態系  
 

 気候変化の海洋への大規模な影響として、海面水温や地球の平均海面水位の上昇、海氷

面積の減少、塩分、波浪条件、海洋循環の変化が予測される。海洋は、気候システムにお

いて、気候への重要な物理的・生物化学的フィードバックをもつ不可欠で反応性の高い要

素である。多くの海洋生態系は気候変化に敏感である。気候トレンドや変動性は、複数年

にわたる気候－海洋レジーム（例、太平洋 10 年振動）や、あるレジームからほかのレジー

ムへの切り替えに反映し、魚の量や動態に強く影響を及ぼすと認識されており、魚に依存

した人間社会にも重大な影響を及ぼす。［4.4］ 

 

 多くの沿岸域では、気候変化の結果として、洪水規模の増大、浸食の加速化、湿地やマ

ングローブの損失、淡水源への海水の浸入が起こることが予測される。高潮による洪水や

海岸浸食のような、暴風雨による影響の広がりや深刻度は、海面水位の上昇を含む気候変

化の結果、増大する。高緯度沿岸域では、より高い波浪エネルギーや永久凍土の劣化に関

連した付加的な影響があると予測される。海面水位の相対的な変化は、ほかの要素により

引き起こされる隆起や沈下により、場所によって異なる。［4.4］ 

 

 珊瑚礁、環礁、岩礁島、塩性沼沢地、マングローブ林のような、より高い多様性と生産

性をもつ沿岸生態系への影響は、成長率と堆積物の供給に左右される海面水位の上昇速度、

水平移動のための空間と障害物、海面水温や暴風雨のような気候－海洋環境の変化、沿岸

地域における人間活動からの圧力に依存する。過去 20 年にわたる珊瑚の白化現象は、海洋

の水温の上昇を含むいくつかの原因に関連している。将来の海面水温の上昇は、珊瑚礁へ

のストレスを増大させ、その結果として海洋での病害の頻度が増加する（高い確信度 6）。

沿岸域における適応戦略の評価の重点は、ハード面としての海岸線の構造物による防護（例、

護岸堤、防波堤）から、ソフト面での防御対策（例、養浜）、管理された撤退、沿岸域にお

ける生物物理的・社会経済的システムの回復力の増強へとシフトしてきている。［4.4］ 

 

 沿岸および海洋管理における適応オプションは、災害の緩和や土地利用計画のような、

ほかの領域の政策と統合されたときに最も効果的である。［4.4.］ 

 

3.5 人間の健康  
 

 短期間の気象現象による健康への影響は第二次評価報告書以降、特に、熱ストレスの期

間、大気汚染の影響、暴風雨や洪水の影響、季節的な、あるいは経年的な気候変動による

感染症への影響との関連において、さらに解明されてきている。健康への悪影響に対する

人々の脆弱性と適応策の可能性の決定要因についての理解は増大している。［4.7］ 

 

 多くの生物媒介性・食物媒介性・水媒介性感染症は気候条件の変化に敏感であることが



知られている。ほとんどの予測モデル研究10の結果から、気候変化シナリオに対して、マ

ラリアとデング熱という二つの生物媒介性感染症は、それぞれ世界人口の 40～50％に現在

影響を及ぼしているが、その伝染可能性の地理的範囲に正味の増加があることが予測され

る（中～高い確信度 6）。一部の感染症は地域的に減少しているが、現在の伝染可能範囲内

で、マラリア、デング熱、その他の感染症はその発生数や季節的な発生時期が増加する傾

向にある。しかし、すべての場合において、現実の疾病の発生は、局所的環境条件、社会

経済的環境、公衆衛生関連施設によって強く影響を受ける。［4.7］  

 

 予測される気候変化により、熱波の増加が付随して起こり、これは時として湿度の上昇

や都市の大気汚染によって悪化する。これにより、熱に関連した死亡や疾病の増加が引き

起こされる。この影響は都市の人々に対して最も大きく、特に老人や病人、空調設備のな

い人々に影響を与えるという証拠がある（高い確信度 6）。限られた証拠によれば、一部の

温暖な国では、冬季の死亡数の減少は夏季の死亡数の増加より数が多いことが示されてい

る（中程度の確信度 6）。しかし、公表されている調査はその大部分が先進国の人々に限定

されており、この点で夏季と冬季の死亡数に関する変化を一般的に比較することはできな

い。［3.5、4.7］ 

 

 広範囲にわたる経験から、洪水の増加により、溺死、下痢や呼吸器疾患、開発途上国で

は飢餓や栄養失調のリスクが増大することが明らかである（高い確信度 6）。熱帯低気圧が

地域的に増加すると、特に資源が不十分な、人口の密集したところでは、破滅的な影響を

受ける場合もあると予測される。気候変化により、一部の地域で農作物生産や食糧生産が

減少すると、食糧が保障されていない人々が栄養失調にかかりやすくなり、子どもの発達

が損なわれ、大人の活動が低下する。一部の地域では社会経済的な崩壊が起こり、生計と

健康が悪化する。［3.5、4.1、4.2、4.5、4.7］ 

 

 予測される健康への個々の悪影響に対して、影響を低減させるための社会的、制度的、

技術的、行動上の適応オプションがある。適応には、例えば、公衆衛生関連施設、健康志

向の環境管理（大気および水質、食糧安全保障、都市および家屋のデザイン、表層水管理

を含む）、および適切な医療介護施設の供給の拡大強化が含まれる。［4.7］ 

 

 概して、気候変化による健康への悪影響は、低収入のより脆弱な人々を抱える、主に熱

帯／亜熱帯の国で最も大きい。適応政策は一般にこれらの影響を低減させる。［4.7］ 

 

3.6 人間居住、エネルギー、産業  
 

 関係文献数が増え、より定量的になりつつあるが、人間居住は以下の三つの主要な経路

のいずれかにより、気候変化の影響を受ける。 

                                             
10 気候変化の影響について八つの研究、すなわちマラリア(5)、デング熱(3)においてモデル化がなされ

ている。そのうち七つについては生物学的またはプロセスに基づいたアプローチを用いており、一つは

経験的、統計学的アプローチを用いている。 



 

①  居住を支援する経済部門は、資源生産性の変化や、生産された財やサービスの市場

での需要の変化の影響を受ける。［4.5］ 

②  物理的インフラ（エネルギー変換・配給システムを含む）、建築物、都市サービス（輸 

送システムを含む）、および（農業関連産業、観光、建設のような）特定の産業の一

部は直接影響を受ける。［4.5］ 

③  人々は極端な気象、健康状態の変化、人口移動を通じて直接影響を受ける。最大規

模の人口集中地（100 万人以上）と中規模から小規模の人口の場合では抱える問題

に幾分違いがある。［4.5］ 

 

 気候変化による人間居住への最も広範囲な直接的リスクは、予測される降水強度の増大

と、沿岸域における海面水位の上昇により引き起こされる洪水と地滑りである。河岸や沿

岸の居住には特にリスクがあるが、都市の洪水は、洪水吐、水供給、廃棄物管理システム

の容量が十分でないところではどこでも問題となりうる（高い確信度 6）。このような地域

では人口密度が高く住まいが貧弱で、安全な水や公衆衛生サービスのような供給をほとん

どもしくは全く受けられず、適応力の低い不法定住者やほかの非合法な都市居住者は脆弱

性が高い。現在、人間居住は、水およびエネルギー資源とインフラ、廃棄物処理、輸送を

含む、ほかの重大な環境問題を経験しているが、これらは高温／降水量増加により悪化す

る。［4.5］  

 

 開発途上・先進世界双方における低地沿岸域の急速な都市化により、人口密度が急速に

増大しており、熱帯低気圧のような沿岸域の極端な気候現象に曝される人為的な資産の価

値が大きく増大している。2080 年までに 40cm 海面が上昇する中範囲のシナリオを用いた

モデルに基づく予測によれば、海面水位の上昇がないというシナリオと比較して、沿岸の

高潮により水害を被る人々の年平均人口は、数倍（適応策によるが、7500 万人～２億人）

増加すると予測されている。沿岸域の海面水位上昇によるインフラへの損害は、エジプト、

ポーランド、ベトナムなどの国で、数百億ドルと予測されている。［4.5］ 

 

 経済的な多様化がなされておらず、収入の多くを気候に敏感な一次産業（農業、林業、

水産業）から得ている居住地は、より経済が多様化した居住地よりもずっと脆弱である（高

い確信度 6）。北極の開発地域や、永久凍土における氷が豊富な地域では、建築や輸送イン

フラへの深刻な損害のような、融解による悪影響の緩和には特別な注意が必要である（非

常に高い確信度 6）。産業、輸送、商業インフラは一般に、居住インフラと同様の危険に対

して脆弱である。エネルギー需要は冷房に対して増大、暖房に対して減少が予測されるが、

正味の影響はシナリオや地理的位置に依存する。利益を得るエネルギーシステムがある一

方、一部のエネルギー生産や配給システムは、供給やシステムの信頼性が損なわれるとい

う悪影響を受けるかもしれない。［4.5、4.7］ 

 

 可能な適応オプションとしては、居住地やそのインフラの計画、産業施設の設置、およ

び発現の可能性は低い（しかし増加しつつある）が及ぼす影響は大きい（そして、おそら



く増大する）現象による悪影響を低減させるような長期間にわたり有効な意志決定を含む。

［4.5］ 

 

3.7 保険およびほかの金融サービス  
 

 気象現象および極端な気象現象によるコストは、ここ数十年で急速に増大している。壊

滅的な現象による世界全体の経済損失は、1950 年代の年間 39 億ドルから、1990 年代の年

間 400 億ドルへと 10.3 倍に増大した（すべて 1999 年ＵＳドル、購買力平価での調節はな

されていない）。この損失の約４分の１は開発途上国のものである。これらの損失が保険金

でカバーされた部分は、同期間で、無視できるレベルから年間 92 億ドルへと増加した。よ

り小さい、壊滅的なものではない気象現象からの損失を加えると全体のコストは２倍以上

である。保険業の脆弱性が増加していることの尺度として、世界全体の気象に関連した被

害額に対する財産／災害保険料の比率は、1985 年から 1999 年までの間に、３倍になって

いる。［4.6］ 

 

 気象現象に関連したコストは、インフラを強化したり災害に対する備えを増強したりと

いった懸命な努力にもかかわらず、急速に増大してきている。過去 50 年間における、記録

された災害による損失の増加傾向の一部は、人口増加、富の増大、脆弱地域の都市化のよ

うな社会経済的要因と結びついており、一部は、観測された降水量や洪水現象の変化のよ

うな気候要因と結びついている。正確な原因特定は複雑で、地域や現象のタイプによって、

これら二つの要因のバランスに違いがある。［4.6］ 

 

 気候変化と、気候変化と結びついていると理解されている気象に関連した現象の変化は、

リスク評価において保険統計上の不確実性を増すと予測される（高い確信度 6）。このよう

な成り行きにより、保険料上昇への圧力が高まり、そして／または、保険の対象外に再分

類され、保険適用から撤退するというリスクにつながる。このような変化は、保険のコス

トを増大させるきっかけとなり、開発途上国への金融サービスの拡張を遅らせ、拡大する

リスクに対する保険の利用可能性を低減させ、自然災害に対する政府予算による補償の要

求を増大させる。このような変化が起きると、保険やリスク管理の資源を提供する公共部

門および企業の相対的役割が変わることが予測される。［4.6］ 

 

 金融サービス部門は全体として気候変化の影響に対しては対処可能であると予測される

が、歴史的記録によれば、適応力が非気候要因（例：金融市場条件の悪化）によって激減

することが同時に起きるならば、一部の部門では確率は低いが影響の大きい現象や空間的

に近接して起こる複数の現象により深刻な影響を受けることが示されている。財産／災害

保険および再保険や、小規模で専門化した、または多角化していない企業は、気象関連現

象によって引き起こされる利益の減少や破産にみられるように、影響を受けやすいことが

示されてきた。［4.6］  

 

 この部門における気候変化への適応は複雑な挑戦であるが、一方、機会でもある。価格



決定への規制導入、積立金に関する税の取扱い、危機に直面している市場から撤退する企

業の判断能力（能力のなさ）は、回復力に影響を及ぼす要因の例である。公共および民間

部門の主体はまた、災害に対する準備、損失予防プログラム、建築基準、および土地利用

計画の改良の促進によって適応を支援する。しかし、一部のケースにおいては、公共的な

保険や災害救援プログラムは、アメリカ氾濫原や沿岸地域のようなリスクのある地域での

開発を誘導することにより、本来の意図に反して、自己満足や、悪適応をもたらす。［4.6］ 

 

 気候変化の影響は、開発途上世界、特に大部分の収入源を一次生産に依存している国で

最も大きいと予測されている。一部の国では、自然災害の結果として GDP への影響を受け、

その損失はある場合には GDP の半分程度にもなる。天候に関連したリスクへの保険の適用

ができなくなり、価格が上昇し、または利用可能性が制限される場合には、公平性の問題

と開発の制約が生じる。逆に、保険へのより広範なアクセスと、小規模金融スキームと開

発のための銀行業のより広範な導入は、開発途上国の気候変化への適応力を増大させる。

［4.6］ 

 

 

4. 脆弱性は地域によって異なる 
 

 人口や自然生態系の気候変化に対する脆弱性は、地域間および地域内の集団間で顕著に

異なる。ベースライン気候と予測される気候変化の地域差は、地域間で気候の外力に対す

る曝露の差異を引き起こす。自然・社会システムは地域ごとに特徴、資源、制度が異なっ

ており、受ける圧力が異なるために感受性と適応力の差が生じる。これらの差から、世界

の主要地域ではそれぞれ主要な関心事が異なる。しかしながら、地域内でさえも影響、適

応力、脆弱性は異なる。［5］ 

 

 上記の観点から、すべての地域は気候変化により、ある種の悪影響を受けると思われる。

表 SPM-2 は、さまざまな地域ごとの主要な関心事のいくつかを大ぐくりでまとめたもので

ある。一部地域は、気候変化の危険への物理的曝露や、その限られた適応力のために、特

に脆弱である。ほとんどの低開発地域は、その経済の大部分が気候に敏感な部門によるも

のであり、制度的・技術的能力が限られていることに加えて、人材・金融・自然資源が低

レベルであるため適応力が低いことから、特に脆弱である。例えば、小島嶼国や低地沿岸

域は、海面水位や暴風雨の増加に特に脆弱であり、これらのほとんどは適応力が限られて

いる。極域における気候変化の影響は大きく急速であることが予測され、海氷面積や厚さ

の減少や永久凍土の劣化が起こる。季節的な河川流量、洪水や干ばつ、食糧安全保障、漁

獲量、健康影響、生物多様性の損失といった悪い方向への変化は、適応の機会が一般に低

いアフリカ、ラテンアメリカ、アジアなどにおける主要な脆弱性と懸念の例である。北ア

メリカ、オーストラリア、ニュージーランドといった適応力の大きな地域でさえも、先住

民族のような脆弱な集団が存在し、生態系の適応可能性は非常に限られている。ヨーロッ

パでは南部や極域の脆弱性がほかの地域に比べて非常に大きい。［5］ 

 



表 SPM-2  地域の適応力、脆弱性、および主要な懸念 a, b 

地域   
･ アフリカの人間システムの適応力は、経済的資源や技術が欠如してい

るために低く、天水農業への極度の依存や、頻発する干ばつや洪水、

そして貧困のために脆弱性は高い。［5.1.7］ 
･ 穀物生産量は多くのシナリオで減少すると予測され、特に小さな食糧

輸入国では食糧安全保障が低下する（中～高い確信度 6）。［5.1.2］ 
･ アフリカの主要河川は気候の変動に対して感受性が高い。地中海沿岸

地域とアフリカ南部の国では平均流量や水利用可能性が減少する（中
程度の確信度 6）。［5.1.1］ 

･ 感染症媒介生物の範囲の拡大により、アフリカの人間健康に悪影響が

もたらされる（中程度の確信度 6）。［5.1.4］ 
･ 特にアフリカ南部、北部、西部では、年平均降雨量、流量、土壌水分

の減少により砂漠化が進行する（中程度の確信度 6）。［5.1.6］ 
･ 干ばつ、洪水、その他の極端な現象の増加により、水資源、食糧安全

保障、人間の健康、インフラへのストレスが増大し、アフリカの開発

が制限される（高い確信度 6）。［5.1］ 
･ 動植物種の著しい絶滅が予測され、地方の生計、観光、遺伝子資源に

影響を与える（中程度の確信度 6）。［5.1.3］ 

アフリカ 

･ 例えば、ギニア湾諸国、セネガル、ガンビア、エジプト、東南アフリ

カ沿岸諸国の沿岸域の居住地は、浸水や沿岸浸食を通じて海面水位の

上昇によって悪影響を受ける（高い確信度 6）。［5.1.5］ 
･ アジアの開発途上国では、人間システムの適応力は低く、脆弱性は高

い。アジアの先進国はより適応が可能で脆弱性は低い。［5.2.7］ 
･ 温帯および熱帯アジアでは、洪水、干ばつ、森林火災、熱帯低気圧の

ような極端な現象が増加している（高い確信度 6）。［5.2.4］ 
･ 熱や水ストレス、海面水位の上昇、洪水、干ばつ、熱帯低気圧による

農業生産性と水産養殖の減少は、乾燥、熱帯、温帯アジアの多くの国

における食糧安全保障を低下させる。北部地域では農業は拡大し、生

産性が高まる（中程度の確信度 6）。［5.2.1］ 
･ 乾燥、半乾燥アジアでは流量や水利用可能性が減少するが、北部アジ

アでは増加する（中程度の確信度 6）。［5.2.3］  
･ アジアの一部地域では、生物媒介性感染症や熱ストレスへの曝露が増

大する可能性があり、人間の健康が脅威を受ける（中程度の確信度 6）。

［5.2.6］ 
･ 海面水位の上昇と熱帯低気圧の強度の増大により、温帯および熱帯ア

ジアの低地沿岸域に住む数千万の人々が移住を余儀なくされる。降水

強度の増大は、温帯および熱帯アジアの洪水のリスクを増大させる

（高い確信度 6）。［5.2.5、表  TS-8］ 
･ アジアの一部地域では、気候変化によりエネルギー需要が増大し、観

光名所が減少し、輸送への影響がある（中程度の確信度 6）。［5.2.4、
5.2.7］ 

･ アジアでは、気候変化により土地利用や土地被覆の変化、および人口

増加により生物多様性への脅威が増大する（中程度の確信度 6）。海面

水位の上昇により、マングローブや珊瑚礁といった生態系の安全性に

対するリスクが生じる（高い確信度 6）。［5.2.2］ 

アジア 

･ アジアの永久凍土地帯の南限が極方向へ移動することにより、熱カル

ストや熱浸食の変化を引き起こし、社会のインフラや産業に悪影響が

出る（中程度の確信度 6）。［5.2.2］  



･ 人間システムの適応力は一般に高いが、オーストラリアとニュージー

ランドには、一部地域の先住民のように適応力が低く、そのため脆弱

性が高い集団が存在する。［5.3、5.3.5］ 
･ 気候および CO2 の変化による一部の温帯農作物への正味の影響は、初

期には好影響となるが、さらなる気候変化が起きると一部の地域や農

作物には悪影響となることが予測される（中程度の確信度 6）。［5.3.3］
･ 大半の地域での乾燥化傾向と、よりエルニーニョ的な平均場への変化

が予測されるため、水が主要問題となる可能性が高い（高い確信度 6）。

［5.3、5.3.1］ 
･ 大雨と熱帯低気圧の強度が増大し（中程度の確信度 6）、熱帯低気圧の

頻度が地域的に変化するため、生命、財産、生態系に対する氾濫、高

潮、風害のリスクが変化する。［5.3.4］ 

オーストラリア･ 
ニュージーランド  

･ 生息適所の気候条件が限られていたり、土地の分断、土壌の違い、地

形のため、移動できない一部の種は絶滅の危機に曝されたり、絶滅す

る可能性がある（高い確信度 6）。オーストラリアの生態系のうち特に

気候変化に対して脆弱なものとして、珊瑚礁、オーストラリア南西部

および内陸の乾燥および半乾燥生物生息地、オーストラリア山岳生態

系がある。オーストラリアやニュージーランドの沿岸地域の淡水湿地

は脆弱で、ニュージーランドの生態系の一部は、加速化する雑草の侵

入に対して脆弱である。［5.3.2］ 
･ ヨーロッパでは人間システムの適応力は一般に高い。ヨーロッパ南部

やヨーロッパ極域はヨーロッパのほかの地域よりも脆弱である。

［5.4、5.4.6］ 
･ ヨーロッパ南部では、夏季の流量、水利用可能性、土壌水分が減少し、

北部と干ばつ傾向がある南部との差が広がると予測される。増加は  
北部および南部の冬季に起こる（高い確信度 6）。［5.4.1］  

･ 山岳氷河の半数と広大な永久凍土地帯は 21 世紀末までに消失する可

能性がある（中程度の確信度 6）。［5.4.1］ 
･ ヨーロッパのほぼ全域にわたって、河川洪水の危険が増大する（中～

高い確信度 6）。沿岸地域では、氾濫、浸食、湿地の損失のリスクによ

り、人間居住、産業、観光、農業、沿岸自然生息地への影響が極度に

増大する。［5.4.1、5.4.4］ 
･ ヨーロッパ北部の農業にはいくつかの広範囲にわたる好影響がある

（中程度の確信度 6）。ヨーロッパ南部および東部では生産性は減少す

る（中程度の確信度 6）。［5.4.3］ 
･ 生物生息域の上方、北方への移動が起こる。重要な生息地（湿地、ツ

ンドラ、孤立生息地）の損失により、一部の種が脅威に曝される（高
い確信度 6）。［5.4.2］ 

ヨーロッパ 

･ 高温や熱波により、伝統的な夏季の観光目的地に変化が生じ、積雪条

件の信頼性の低下により冬季の観光に悪影響が生じる（中程度の確信
度 6）。［5.4.4］ 

･ ラテンアメリカでは、特に極端な気候現象に関して人間システムの適

応力が低く、脆弱性は高い。［5.5］ 
･ 氷河の消失や後退は、氷河の融解が重要な水資源となっている地域の

流量や水供給に悪影響を及ぼす（高い確信度 6）。［5.5.1］  
･ 洪水や干ばつの頻度が高まり（高い確信度 6）、一部地域では、洪水に

よる堆積物が増加し、水質が悪化する。［5.5］ 

ラテンアメリカ  

･ 熱帯低気圧の強度の増大により、大雨・氾濫・高潮・風害による生命、

財産、生態系へのリスクが変化することが予測される。［5.5］ 



･ CO2 の効果を考慮してさえも、ラテンアメリカの多くの場所で重要な

農作物生産が減少することが予測される。ラテンアメリカの一部地域

における自給自足農業は危機に曝される可能性がある（高い確信度
6）。［5.5.4］  

･ 生物媒介性感染症の地理的分布は極方向、高地に拡大し、マラリア、

デング熱、コレラのような疾病への曝露が増大する（中程度の確信度
6）。［5.5.5］  

･ 沿岸の人間居住、生産活動、インフラ、マングローブ生態系は海面水

位の上昇により悪影響を受ける（中程度の確信度 6）。［5.5.3］ 
･ 生物多様性の消失速度は増加する（高い確信度 6）。［5.5.2］ 
･ 北アメリカにおける人間システムの適応力は一般に高く、脆弱性は低

いが、一部の集団（例えば、先住民や気候に敏感な資源に依存してい

る人々）はより脆弱である。社会、経済、人口統計学的なトレンドの

ため各地域の脆弱性は変化している。［5.6、5.6.1］ 
･ 一部の農作物は CO2 の増加を伴う適度の温暖化により好影響を受ける

が、影響は農作物や地域間で変化する（高い確信度 6）。例えば、カナ

ダの大草原やアメリカの大平原の一部地域では干ばつにより減少し、

カナダの現在の生産地域より北の地域では食糧生産性の増加の可能

性があり、温暖－温帯混合林の生産性は増加する（中程度の確信度 6）。

しかし、農作物への好影響は、加速度的に減少し、さらなる温暖化に

より正味の損失となる可能性がある（中程度の確信度 6）。［5.6.4］ 
･ 北アメリカ西部の融雪に支配されている流域では、春季の流量のピー

クはより早くなり（高い確信度 6）、夏季の流量が減少し（中程度の確
信度 6）、ほとんどのシナリオにおいて五大湖－セントローレンスの水

位および流出量が減少する（中程度の確信度 6）。適応対策は水利用者

と水生生態系への影響の一部を相殺する可能性があるが、すべてでは

ない（中程度の確信度 6）。［5.6.2］  
･ 草原湿地、山岳ツンドラ、冷水生態系のような特殊な自然生態系はリ

スクに曝され、効果的な適応の可能性はほとんどない（中程度の確信
度 6）。［5.6.5］ 

･ 海面水位の上昇により、特にフロリダおよびアメリカ大西洋沿岸の大

部分で、沿岸浸食の拡大、沿岸域の洪水、沿岸湿地の損失、高潮のリ

スクの増大が起こる（高い確信度 6）。［5.6.1］  
･ 北アメリカでは、気象に関連した保険の損失と公共部門の災害救援費

用が増加している。保険部門の計画は気候変化の情報を系統的にはま

だ含んでおらず、不意打ちの可能性がある（高い確信度 6）。［5.6.1］

北アメリカ 

･ 北アメリカでは、マラリア、デング熱、ライム病を含む、生物媒介性

感染症の範囲が拡大する可能性がある。大気質の悪化や、熱ストレス

による疾病や死亡が起こることが予測される（中程度の確信度 6）。社

会経済的要因や公衆衛生対策は、健康影響の発生や程度を決定する重

要な役割を担う。［5.6.6］ 
･ 極域の自然システムは気候変化に対する脆弱性が高く、現在の生態系

の適応力は低い。技術的に発達した集団は気候変化に容易に適応する

が、一部の先住民集団は、伝統的な生活様式を守っており、適応力が

ほとんどなく、適応オプションも非常に少ない。［5.7］  

極域 

･ 極域の気候変化は、地球上のいかなる地域と比べても最も大きく、最

も急速なものであることが予測され、特に北極、南極半島、南洋では、

物理的、生態学的、社会学的、経済的に大きな影響が予測される（高
い確信度 6）。［5.7］ 



･ 既に発生している気候変化により、北極の海氷面積や厚さの減少、永

久凍土の融解、沿岸浸食、氷床や棚氷の変化、極域の種の分布や数の

変化が確認されている（高い確信度 6）。［5.7］ 
･ 一部の極域生態系は、種の移動や種の構成の変化による生態系の交替

を通じて、そして場合によっては全体としての生産性の増大によって

適応する可能性がある。一部の種の生息地である氷縁システムは脅威

に曝される（中程度の確信度 6）。［5.7］ 
･ 極域は気候変化の重要な駆動源を含む。ひとたび駆動すると、温室効

果ガスの濃度が安定化したはるか後も数世紀にわたって続き、氷床、

地球規模の海洋循環、海面水位の上昇に不可逆的な影響を与える（中
程度の確信度 6）。［5.7］ 

･ 小島嶼国では、人間システムの適応力は一般に弱く、脆弱性は高い。

小島嶼国は気候変化により最も深刻な影響を受ける国々である可能

性が高い。［5.8］ 
･ 今後 100 年間に年間５mm と予測されている海面水位の上昇により、沿

岸浸食の拡大、土地や財産の損失、人々の移住、高潮のリスクの増大、

沿岸自然生態系の回復力の低下、淡水資源への塩水の侵入が起こり、

これらの変化に対応したり適応したりするための高い資源コストが

生じる（高い確信度 6）。［5.8.2、5.8.5］ 
･ 水供給が非常に制限されている島は、水収支への気候変化の影響に対

し非常に脆弱である（高い確信度 6）。［5.8.4］  
･ 珊瑚礁は、CO2 レベルの上昇による白化や石灰化率の減少により悪影

響を受けることが予測される（中程度の確信度 6）。マングローブ、海

草棚、その他の沿岸生態系や関連する生物多様性は気温の上昇や加速

化する海面水位の上昇により悪影響を受ける（中程度の確信度 6）。

［4.4、5.8.3］ 
･ 沿岸生態系の衰退は、岩礁に生息する魚に悪影響を与え、岩礁漁業、

岩礁漁業により生計を立てている人々、主要な食糧源として漁業に依

存している人々が脅威に曝される（中程度の確信度 6）。［4.4、5.8.4］
･ 農耕地の制限や土壌への塩害のため、島内向けの食糧生産および換金

農作物の輸出のために行われている小島嶼国農業は、気候変化に非常

に脆弱である（高い確信度 6）。［5.8.4］ 

小島嶼国 

･ 観光は、多くの島にとって重要な収入源および外貨獲得源であるが、

気候変化や海面水位の上昇により深刻な崩壊に直面することが予測

される（高い確信度 6）。［5.8.5］ 
注  a 利用可能な研究は共通の気候シナリオや方法で実施されておらず、自然および社会システム

の感受性、適応力に関する不確実性のため、地域的な脆弱性の評価は必然的に定性的である。

  b 表 SPM-2 で示された地域は、Technical Summary の図 TS-2 に図示されている。 

 

 

5. 影響、脆弱性、適応の評価の改良  
 

 前回の IPCC の評価以降、生物および物理システムの変化の検出に進展がみられ、適応力、

極端な気候現象に対する脆弱性、その他の影響に関連した重大な課題についての理解の向

上がみられた。これらの進展により、適応戦略を立案し、適応力を構築するための取組み

の必要性が示唆されている。しかしながら、気候変化により予測される結果への対応に関

し、政策決定するうえで十分な情報が利用可能であることを確保するためには、開発途上

国を対象とした研究や、開発途上国自身による研究を含め、将来の評価を強化し、不確実



性を低減させるためのさらなる研究が必要である。［8］  

 

 現時点の知見と、政策決定に必要な情報のギャップを埋めるために必要な分野は次の通

りである。   

• 気候変化に対する自然および人間システムの感受性、適応力、脆弱性の定量的評価。

特に、気候の変動の範囲内での変化や極端な気候現象の頻度と深刻度の変化に重点。 

• 予測される気候変化やほかの外力により著しく不連続な反応が引き起こされる、予

測される閾値の評価。  

• 地球、地域、より小さな規模における、気候変化を含む多重ストレスに対する自然

生態系の動的反応の理解。 

• 適応策へのアプローチの開発、適応オプションの効果とコストの評価、さまざまな

地域、国家、集団における適応の機会と障害の差異の特定。 

• 多様な測定基準および不確実性の統一的な取扱いを用いた、特に非市場的な財やサ

ービスに対する予測される範囲全体の気候変化による潜在的影響の評価。評価内容

は、影響を受ける人口、影響を受ける土地面積、リスクに曝される種の数、影響の

金銭的価値、およびさまざまな安定化レベルやほかの政策シナリオにおけるこれら

の項目の変化を含む（ただし、これに限定されるものではない）。 

• 自然システムと人間システムの異なる要素間の相互関係や、異なる政策決定の結果

を調査するための、リスク評価を含む統合評価のための手法の改良。 

• 政策決定過程、リスク管理、持続可能な開発への取組みに、影響、脆弱性、適応に

関する科学的情報を含める機会の評価。 

• 人間および自然システムにおける気候変化やほかのストレスの結果について長期間

のモニタリングを行い、理解するためのシステムと方法の改良。 

 

 これらの点にまたがる横断的事項は、（特に上記に示した事項に関連して）特に開発途上

国内や開発途上国間のためのモニタリング、評価、およびデータ収集に関するキャパシテ

ィービルディング、トレーニングを含め、地域的な影響、脆弱性の評価、適応に関する国

際協力や国際調整の強化にも関連して特に必要性が高い。 



 
図 SPM-1  近年の気温に関連する地域気候変化による物理および生物システムへの影響を記録している系統的で長期間の研

究であって、厳格な基準に適合している研究が行われている地点。水文、氷河の後退、海氷データは 10 年～１世紀のトレンド

を表す。陸上および海洋生態系のデータは少なくとも 20 年のトレンドを表す。リモートセンシングの研究は広範な地域をカバ

ーする。データは、観測された地域的な気温に関連した変化への物理／生物システムの単純または複合影響に関するものであっ

て、既知の反応メカニズムと整合性のとれたものである。広い地域にまたがって報告された影響に対しては、地図上には代表的

な地点が選択されている。 
 
 

 

 
 
 

 
 
 
 
図 SPM-2  予測される気候変化の影響に関する懸念の根拠。気候変化による悪影響のリスクは気候変化の大きさとともに増大

する。図の左部分は産業革命以降の観測された気温の上昇と、「排出シナリオ特別報告書」におけるシナリオによる IPCC 第一作

業部会で評価された気温上昇予測の範囲を表している。右のパネルは 2100 年までの気候変化のリスクに対する懸念の五つの根

拠を概念化したものである。白は、中立、小さな悪影響または好影響、小さなリスクを示し、黄は、一部システムの悪影響やリ

スクを示し、赤は、より広範な、そして／またはより大きな悪影響を示す。影響やリスクの評価は変化の大きさだけを考慮して

おり、変化の速さは考慮していない。図では、気候変化の大きさの指標として地球の年平均気温の変化が用いられているが、予

測される影響はとりわけ平均気候の地球的および地域的変化の大きさと速さ、気候変動性、極端な気候現象、社会経済的条件、

および適応の組み合わせである。

水文 
および氷河 

リモートセンシングを 
用いた研究 

大きな領域を 
カバーする研究

植 物動 物 
 
海 氷 

観測データ 

A1FI 
A1B 
A1T 
A2 
B1 
B2 
IS92a 

いくつかのモデル

によるすべての 

SRES シナリオ 

包括線 

概念の根拠 

Ⅰ     Ⅱ     Ⅲ    Ⅳ     Ⅴ 
西暦（年) 

気
温
変
化
（
℃
） 

Ⅰ 特異で危機に曝されているシステムのリスク 

Ⅱ 極端な気候現象によるリスク 

Ⅲ 影響の分布 

Ⅳ 集計された影響 

Ⅴ 将来の大規模不連続現象によるリスク 



 

 
図 SPM-3  1961 年から 1990 年までの平均年流量と比較した 2050 年までに予測される水の年平均流量の変化。主に降水量の予

測される変化に追従している。流量の変化は、その入力データとして、ハドレーセンターの大気海洋大循環モデル（AOGCM）で

大気中の有効CO2濃度の年間上昇率を１％増加としたシナリオの二つのバージョンによる気候予測を用いた水文学的モデルで計

算されている。この二つのバージョンとは(a)HadCM2 全体平均と(b)HadCM3 である。高緯度地域および東南アジアでは流量増加

が予測され、中央アジア、地中海沿岸地域、アフリカ南部、オーストラリアでは減少が予測されている。これは、ハドレーセン

ターの実験と幅広く一致しており、またほかの AOGCM の実験での降水量予測とも一致している。世界のほかの地域では、降水量

や流量の変化はシナリオやモデルにより異なる。［TAR WGII 4.3.6 節］ 
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